
 

仕 様 書 

 

１ 委 託 名  配水管洗管作業業務委託 

 

２ 履行期間  契約締結の日から１５０日間 

 

３ 履行場所  草加市水道事業給水区域内（別紙区域図範囲） 

 

４ 支払方法  業務完了払 

 

５ 業務内容 

 ⑴ 草加市水道事業給水区域内の配水管洗管作業 

 ⑵ 詳細は、別紙特記仕様書のとおり 

 

６ そ の 他 

 ⑴ 受注者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び別記個  

人情報取扱特記事項を遵守すること。また、業務上知り得た事項を漏らしてはならな

い。 

 ⑵ 草加市環境マネジメントシステムに基づく取組に協力すること。 

 ⑶ 草加市政における公正な職務執行の確保に関する条例（平成１９年条例第１６号）

第６条及び草加市が締結する契約からの暴力団排除措置要綱（平成８年告示第１５

５号）第９条の規定に基づき、次の事項を遵守すること。 

  ア 受注者及び受注者の下請業者が、不当要求行為を受けた場合又は不当要求行為

による被害を受けた場合若しくは被害が発生するおそれがある場合は、市長に報告

するとともに、所轄の警察署に通報すること。 

  イ 受注者は、市及び所轄の警察署と協力し、不当要求行為の排除対策を講じるこ

と。 

 ⑷ 業務の実施に当たっては、人権を尊重するとともに、業務に関わる者が人権に配慮

することができるよう努めること。 

 ⑸ この仕様書に記載のない事項については、担当（上下水道部水道施設課維持管理

係）と協議すること。 

 

７ 連 絡 先  草加市上下水道部 水道施設課 維持管理係 

        電 話  ０４８－９２５－３２２７ 

  



 

特 記 仕 様 書 

 

第 1 章 総則・適用範囲 

 

１ 適用範囲 

 ⑴ 本特記仕様書は、草加市水道事業（以下「発注者」という。）が発注する配水管洗

管作業業務委託について適用するものとする。 

 ⑵ 受注者は、業務の遂行に当たって、仕様書、設計図書及び特記仕様書に疑義が生じ

た場合は、直ちに発注者と協議し、決定するものとする。 

 

２ 法令等の遵守 

 ⑴ 受注者は、業務の実施に当たり、関連する法令・条例・規則等、当市が他の企業等

と締結している協定等を遵守しなければならない。 

 ⑵ 業務従事者に対する諸法令等の運用、適用は、受注者の負担と責任の下で行うこ

と。 

 

３ 官公署への手続 

  受注者は、契約締結後、速やかに関係官公署等に作業に必要な道路使用、交通の制限

等の届出又は許可申請を行い、その許可等を受けること。 

 

４ 周辺住民等との協調 

  受注者は、周辺住民等からの要望又は周辺住民等と交渉があったときは、作業内容等

を十分説明し、誠意を持って対応し、その結果を速やかに監督員に報告すること。 

 

５ 損害賠償及び補償 

 ⑴ 受注者は、水道施設に損害を与えたときは、直ちに監督員に報告し、その指示を受

けるとともに、速やかに原状復旧すること。 

 ⑵ 受注者は、作業に当たり、万一注意義務を怠ったことにより第三者に損害を与えた

ときは、その復旧及び賠償の全責任を負うこと。 

 

６ 工程管理 

  受注者は、あらかじめ提出した工程表に従い、工程管理を適正に行うこと。 

  また、予定の工程表と実績に差が出た場合は、必要な措置を講じて作業の円滑な進行

を図ること。 

 

第２章 安全管理・衛生管理 

 

７ 一般事項 

  受注者は、公衆災害、労働災害及び物件損害等の未然防止に努め、「労働安全衛生法」



 

等の定めるところに従い、その防止に必要な措置を十分に講じ、安全管理について、受

注者の責任で実施する。 

 

８ 安全教育 

  受注者は、作業に従事する者に対して、定期的に当該作業に関する安全教育を行い、

作業の安全意識の向上を図ること。 

 

９ 安全衛生 

  労働安全衛生及び関係諸法令を遵守し、業務従事者の安全を優先に業務を行う。 

 

10 安全衛生管理 

  労働安全衛生法及び関係諸法令、並びに管理規定に基づいて安全衛生管理を組織し、

作業安全心得を厳守して業務を行う。 

 ⑴ 業務従事者は服装を清潔に整え、安全帽、安全靴、手袋等を正しく装着する。 

 ⑵ 常に健康状態の維持に努め、異常のある者は就業を禁止する。 

 

11 安全対策 

 ⑴ 受注者は、本業務を実施するに当たり、作業中は安全に留意し車両等の走行に対

する危険を防止するため、カラーコーン及びバリケード等を常備するなどの安全対

策を講じるものとする。 

 ⑵ 作業区域内には、交通誘導員を適正に配置し、車両及び歩行者の通行の誘導及び整

理を行うこと。 

 ⑶ 作業に伴う交通処理及び保安対策は、本特記仕様書に定めるところによるほか、関

係官公署の指示に従い、適切に行うこと。 

 ⑷ 前項の対策に関する具体的事項は、関係機関と十分に協議して定め、協議結果を監

督員に提出すること。 

 

12 局地的な大雨に対する業務等安全対策 

  受注者は、以下の⑴から⑷までの内容について、安全管理計画を明記した業務計画書

を作成し、発注者の確認を得るとともに、その内容について作業員への周知徹底を図る

こと。また、補完する情報として、「局地的な大雨に対する下水道管渠内工事等安全対

策の手引き（案）（平成２０年１０月 局地的な大雨に対する下水道管渠内工事等安全

対策検討委員会）」に準じるものとする。 

 ⑴ 現場特性の事前把握 

   受注者は、作業現場付近の浸水被害、既往事故、ハザードマップ等の資料を基に、

作業現場の状況を把握すること。 

 ⑵ 業務等の中止・再開基準の設定 

   受注者は、標準的な中止基準を踏まえ、現場特性に応じた業務箇所ごとの中止基準

を設定すること。 

   また、業務等開始後に気象情報や気象状況の変化により大雨の予兆を捉えた場合



 

には、中止基準に至る前の時点においても、これらの中止基準を補完する情報を活用

し、業務等の中止判断を的確に行うこと。業務等の開始に当たっては、中止基準に抵

触せず、当該作業現場の安全が十分確保されていることを確認すること。また、業務

等の中止及び再開を行った場合には、監督員にその旨連絡すること。 

   なお、標準的な中止基準とは、当該業務等箇所又は上流部に洪水又は大雨の注意報

・警報が発表された場合のことをいう。 

 ⑶ 迅速に退避するための対応 

 ⑷ 日々の安全管理の徹底 

 

13 熱中症対策 

  熱中症対策として、令和７年６月１日施行の改正労働安全衛生規則に基づき、熱中

症のおそれがある労働者を早期に見つけ、その状況に応じ、作業離脱、身体冷却、医

療機関への搬送等迅速かつ適切に対処し、熱中症の重篤化を防止すること。 

 なお、作業の一時的な中止に伴う履行期間の延伸が必要な場合は、発注者と協議す

ること。 

 

14 その他 

 ⑴ 万一、事故が発生したときは、直ちに監督員及び関係官公署に報告するとともに、

速やかに必要な措置を講じること。 

 ⑵ 前項の通報後、受注者は、事故の原因、経過及び被害内容を調査の上、その結果を

書面により提出すること。 

 

第３章 配水管洗管作業業務の実施 

 

15 業務の範囲 

  受注者は、次に掲げる事項を遵守して業務を行うものとし、その他発注者が必要と認

める業務については、発注者の指示によるものとする。 

 ⑴ 作業計画の作成 

   本業務実施に先立ち、作業方法、作業ブロック割、作業工程等の綿密な作業計画を

作成し、業務計画書に含め、発注者に提出するものとする。 

 ⑵ 事前現場調査 

  ア 作業に使用するバルブ、排水口については、事前に現場調査を行い、図面との照

合及び弁室内の泥等を除去すること。 

  イ 排水先の側溝、水路等の排水及び採水の可否を確認すること。 

  ウ 洗管作業区域内及び区域周辺の影響が生じると思われる受水槽の調査及び止 

水栓の確認をすること。 

  エ マンション等の大型受水槽設置箇所及び直結増圧式給水箇所については、所有

者または、管理会社との調整を必ず行うこと。 

  オ 洗管作業の２～３日前には区域内の各戸へ書面にて周知すること。また書面に

ついては、監督員に確認を行うこと。 



 

 ⑶ 洗管作業上の注意事項 

  ア 作業時間は、午後１時から午後４時までとする。 

  イ 作業に従事する作業員は、１班４名以上で編成すること。 

  ウ 排水を行うときは、必要に応じて受水槽への赤水等の流入を避けるため、受水槽

流入側を閉栓すること。 

  エ 排水はバルブ操作により各路線ごとに行い、口径１５０ミリ以下のバルブ操作

とし、夾雑物が多量に排出される管路を特定すること。 

  オ 排水は原則として排水弁及び消火栓を利用し、異物採取用にネット（１００ミク

ロンメッシュ以上）等を使用して全ての夾雑物を採取すること。 

  カ 排水時は、管内流速を現場に応じた最大流速で排水し、不必要な排水を避け、他

への影響を与えないようにすること。 

  キ 排水中は、排水先を常時監視し、宅地等に影響を与えないようにすること。 

  ク １日の作業が終了したときは、監督員に連絡をすること。 

  ケ 作業現場においては、誘導員の配置と保安施設の設置を行い、事故防止に十分注

意すること。 

  コ 苦情及び問合せ（洗管作業による濁りや断水、給水装置の詰まり等）については

誠意をもって対応すること。また対応内容については、監督員に報告を行うこと。 

 ⑷ 洗管作業の実施手順 

  ア 原則として１箇所につき双方向から洗管作業を行うものとし、行き止まり管及

び断水を要する箇所については１方向のみ行うものとする。 

  イ 排水弁のバルブを開栓(０．５～１．０回転程度)し、色度が清浄になるまで排水

を行うものとすること。 

  ウ 排水弁のバルブを閉止し、排水口に異物採取用のネットを装着すること。 

  エ 排水開始時の残留塩素、色度、濁度、ｐＨを測定すること。 

  オ 原則として排水弁のバルブを開栓(１．５～２．０回転程度）して１０分間の洗

浄を行うものとし、１０分間経過後も色度が清浄にならないときは、清浄になるま

で行うものとする。 

  カ 夾雑物等は、ポリエチレン袋等に採取し、適切な処理で処分を行うこと。 

  キ 排水作業後の残留塩素、色度、濁度、ｐＨを測定すること。 

 ⑸ 洗管作業報告書 

   受注者は、次の事項を参考に洗管作業報告書を作成して発注者に提出するものと

し､この場合において、やむを得ず洗管作業ができない箇所があったときは、併せて

その旨を申し添えることとする。 

  ア 路線ごとに排水日時、排水時間、排水量及び配水管布設年度 

  イ 路線ごとに夾雑物の種類及び量 

  ウ 路線ごとに排水開始時及び終了時の残留塩素濃度、色度、濁度、ｐＨ 

  エ 路線ごとに洗管作業の考察 

  オ その他、監督職員が指示した事項 

   なお、ア～エ等の事項を記載する洗管結果一覧表については、発注者の指定する様

式を使用するものとする。 



 

 ⑹ 洗管作業箇所の代替 

   本業務の実施に当たり、やむを得ず洗管作業ができない箇所が生じたときは、受注

者は発注者と協議の上、代替箇所の洗管作業を行うものとすること。 

 

16 身分証明書等の携帯 

  現地作業において作業員は、身分証明書の携帯と腕章を着用し、住民とトラブルがな

いように十分注意しなければならない。 

 

17 資料提示 

  発注者は、受注者に対し、業務に必要な配水管路図等関係資料を提示するものとし、

受注者は、資料の取扱いについては丁寧に取り扱い、業務完了後発注者へ返却するもの

とする。 

 

18 提出書類 

  受注者は、業務の着手及び完了に当たり、発注者との契約に定めるもののほか、次の

書類を提出し、承認を受けなければならない。 

 ⑴ 業務着手届 

 ⑵ 現場責任者等通知書（経歴書及び資格証の写しを添付） 

 ⑶ 技術管理者等通知書（経歴書及び資格証の写しを添付） 

 ⑷ 業務工程表 

 ⑸ 排水経路図 

 ⑹ 使用仕切弁及び排水装置 

 ⑺ 排水手順 

 ⑻ 現場内受水槽一覧表 

 ⑼ 作業区域内住民へのお知らせ 

 ⑽ 安全管理対策及び作業員名簿 

 ⑾ 緊急時の連絡体制表 

 ⑿ 身分証明書発行願 

 ⒀ 業務計画書 

 ⒁ 洗管作業報告書 

 ⒂ 業務完了報告書 

 ⒃ 実施工程表 

 ⒄ その他監督員が必要と認める書類 

 

19 現場責任者及び技術管理者 

  受注者は、現場責任者及び技術管理者を定め、発注者に通知するものとする。 

   現場責任者は、業務の履行に関し指揮監督を行い、技術管理者は、業務の履行の技術

上の管理を行うものとする。技術管理者は、公益社団法人日本水道協会の水道管路施設

管理技士（３級）以上の資格を有する者とする。ただし、現場責任者及び技術管理者は、

これを兼ねることができるものとする。 



 

 

20 調査技師等の業務及び経験資格 

  各調査技師等の経験資格は、次に定めるとおりとする。 

 ⑴ 調査技師は、点検又は弁操作業務について、作業の内容判断ができる技術力及び機

器類の操作技能並びに作業の指導等の技能を有する者。 

 ⑵ 調査補助員は、点検又は弁操作業務について、調査技師の指示に従って、作業を行

う能力を有する者。 

 

21 業務工程表の提出 

  受注者は、契約日から７日以内に指定の業務工程表を提出しなければならない。 

 

22 作業日報の提出 

  受注者は、作業日報を作成し、作業実施後速やかに提出することとする。 

 

23 業務期限 

  受注者は、履行期間内に業務を完了しなければならない。また、履行期間及び業務工

程を変更しなければならないときは、発注者に対し事前に届け出ることとする。 

 

24 資機材・消耗品 

  作業に必要な資機材及び消耗品は受注者の負担とする。 

 

25 業務完了の報告 

  受注者は、全ての業務が終了したときは、発注者に対して、作業の結果をまとめた洗

管作業報告書及び指定の報告用紙による業務完了報告書を提出しなければならない。 

 

26 成果品の納品 

  本業務の成果品は、電子媒体（ＤＶＤ－Ｒ等）で納品するものとする。 

 

27 検査 

 ⑴ 受注者は、本業務完了後、所定の様式で業務完了報告書を提出し、履行期間までに

完了検査を受け、成果品を引き渡さなければならない。 

 ⑵ 受注者は、完了検査を行うときには、現場責任者を立ち会わせるものとする。 

 ⑶ 受注者は、⑴の検査の結果、成果品に補充、補完等を求められたときは、速やかに

応じなければならない。 

 

 



別記 

個 人 情 報 取 扱 特 記 事 項 

（基本事項） 

第１条 この契約により、草加市（以下「発注者」という。）から事務の委託を受け

た者（以下「受注者」という。）は、この契約による事務を処理するに当たり、個

人情報を取り扱う際には、個人情報保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害

することのないようにしなければならない。 

（秘密保持） 

第２条 受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に

知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。 

２ 受注者は、この契約による事務に従事させる者に対し、在職中及び退職後におい

ても、この契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又

は不当な目的に使用してはならないことその他個人情報の保護に関し必要な事項を

周知しなければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（作業場所の特定） 

第３条 受注者は、発注者の指定した場所又は受注者の求めにより発注者が承認した

場所以外で、個人情報を取り扱ってはならない。なお、発注者の承認は、書面でな

ければならない。 

（厳重な保管及び搬送） 

第４条 受注者は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、改ざん、毀損、滅

失その他の事故を防止するため、次に掲げる事項を遵守し、個人情報の厳重な保管

及び搬送に努めなければならない。 

⑴ 受注者は、発注者の許可なく、発注者の指定した場所又は発注者が承認した場

所から個人情報又は個人情報を含む契約目的物等（以下「個人情報等」とい

う。）を持ち出してはならない。 

⑵ 受注者は、個人情報等を発注者から受けるとき又は発注者に渡すときは、個人

情報の内容、数量、受渡し日、受渡し確認者その他必要な事項を記載した書面を

発注者と取り交わさなければならない。 

（再委託の禁止） 

第５条 受注者は、発注者の承諾があるときを除き、この契約による事務に係る個人



情報の処理を自ら行うものとし、第三者にその処理を委託してはならない。 

（委託目的以外の使用等の禁止） 

第６条 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務に

係る個人情報を当該事務の処理以外の目的に使用し、又は第三者に提供してはなら

ない。 

（複写及び複製の禁止） 

第７条 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務に

係る個人情報を複写し、又は複製してはならない。 

（事故発生時の報告義務） 

第８条 受注者は、個人情報の個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ、又は生

じるおそれがあることを知ったときは、速やかに発注者に報告し、その指示に従わ

なければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（個人情報の返還又は処分） 

第９条 受注者は、この契約が終了し、又は解除されたときは、この契約による事務

に係る個人情報を速やかに発注者に返却し、又は漏えいを来さない方法で確実に処

分しなければならない。 

（措置事項に違反した場合の契約解除及び損害賠償） 

第１０条 発注者は、受注者がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めたと

きは、契約の解除及び損害賠償の請求をすることができる。 

 （個人情報の取扱い状況に係る検査） 

第１１条 受注者は、年間１回以上、個人情報取扱特記事項遵守状況確認報告書を、

第３条の規定により承認を受けた場所、第４条の規定により個人情報を保管してい

る場所、個人情報の管理に関する責任者及び業務従事者の管理体制及び実施体制そ

の他の個人情報の管理の状況がわかる資料とともに発注者に提出することとする。

発注者はその内容を精査し、必要があると認められるときは、受注者に対し、立入

検査又は立入検査に相当する調査措置を講ずることができる。 

（その他） 

第１２条 受注者は、第２条から前条までに掲げるもののほか、個人情報の適正な管

理のために必要な措置を講じなければならない。 
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令和７年度

配　水　管　洗　管　作　業　業　務　委　託

設　計　書

草加市上下水道部



委 託 名

履 行 場 所

設 計 額

委 託 価 格

消 費 税 相 当 額

委託概要

草加市上下水道部

備　　　考
単価適用年月：令和07年06月01日付 公共
経費適用年月：公共委託 令和06年度

総　括　表

　配水管洗管作業業務委託

　草加市水道事業給水区域内（別紙区域図範囲）

　草加市南西部（県道さいたま草加線以南、東武伊勢崎線以西）の既設排水施設372箇所を使用し、
水流方向を特定して洗管作業を行う。



名　　　　　称 規　格　寸　法 数量 単 位 単　 価 金 　 額

業務原価 配水管洗管作業業務 1 式 －

業務原価計

諸経費 1 式 －

委託価格計

消費税相当額 委託価格× 10.0%

委託費計

本　委　託　費　用　内　訳　書

摘　　　　　　　要

草加市上下水道部⑴

第１号内訳書



名　　　　　称 規　格　寸　法 数量 単 位 単　 価 金 　 額

直接業務費 作業計画費 372 箇所

配水管洗管作業費 372 箇所

報告書作成費 1 式 －

機材損料費 1 式 －

現場内移動費 1 式 －

小　計

直接経費(安全費) 率計上分 1 式 －

小　計

計

草加市上下水道部⑵

摘　　　　　　　要

第１号代価表

第２号代価表

第２号内訳書

 第１号　　内訳書　配水管洗管作業業務
1式当り



名　　　　　称 規　格　寸　法 数量 単 位 単　 価 金 　 額

機材損料等 日

消耗品費 日

計

草加市上下水道部⑶

 第２号　　内訳書　機材損料費
1式当り

摘　　　　　　　要



名　　　　　称 規　格　寸　法 数量 単 位 単　 価 金 　 額

調査技師 人

計

１箇所当り

草加市上下水道部⑷

 第１号 　　代　価　表　　　作業計画費
１00箇所当り

摘　　　　　　　要



名　　　　　称 規　格　寸　法 数量 単 位 単　 価 金 　 額

調査技師 人

調査補助員 人

計

１箇所当り

摘　　　　　　　要

⑸ 草加市上下水道部

 第２号 　　代　価　表　　　配水管洗管作業費
１00箇所当り




